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国 土 交 通 省
関東地方整備局建設投資、許可業者数及び就業者数の推移

○ 建設投資額はピーク時の平成４年度︓約84兆円から平成22年度︓約42兆円まで落ち込んだが、その後、増加に
転じ、令和７年度は約76兆円となる⾒通し（ピーク時から約10％減）。

○ 建設業者数（令和６年度末）は約48万業者で、ピーク時（平成11年度末）から約20％減。
○ 建設業就業者数（令和６年平均）は477万⼈で、ピーク時（平成９年平均）から約30％減。
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国 土 交 通 省
関東地方整備局⽣産年齢⼈⼝の減少・災害の激甚化・頻発化

2

○ ⽣産年齢⼈⼝は2040年度には、対2020年度⽐で約2割減少と予測。
○ 毎年のように⽇本各地で⾃然災害が発⽣し、被害が激甚化・頻発化。

出典︓i-Construction 2.0 〜建設現場のオートメーション化〜 国⼟交通省 令和6年４⽉



国 土 交 通 省
関東地方整備局社会資本の⽼朽化の現状
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○ ⾼度経済成⻑期以降に整備された道路橋、トンネル、河川、⽔道、下⽔道、港湾等について、建設後
50年以上経過する施設の割合が加速度的に増加する。

※施設の⽼朽化の状況は、建設年度で⼀律に決まるのではなく、⽴地環境や維持管理の状況等によって異なるが、
ここでは便宜的に建設後50年で整理。

出典︓インフラの集約・再編等の推進に向けた【分野横断】事例集 国⼟交通省総合政策局 令和6年11⽉



国 土 交 通 省
関東地方整備局i-Construction2.0とインフラ分野のDXの取り組み

○i-Construction2.0とインフラ分野のDX化の取り組みにより、建設現場の⽣産性向上、労働環境の改善、
担い⼿不⾜の解消等を目指し、また⾏政サービスの向上をはかります。

○⺠間で開発された新技術を導⼊しやすい環境作りや技術開発を促進する取り組みを進めていく必要がある。

4出典︓i-Construction 2.0 〜建設現場のオートメーション化〜 国⼟交通省 令和6年４⽉



国 土 交 通 省
関東地方整備局

新技術活用促進の取り組み
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国 土 交 通 省
関東地方整備局

NETIS（新技術情報提供システム）
（New Technology Information System）

を中核とする

 新技術情報の収集と共有化

 直轄工事等での活用

 効果の検証・評価

 さらなる改良と技術開発

一連の流れを体系化したもの

・国⼟交通省では新技術活⽤促進の取り組みとして、「新技術活⽤スキーム」を整備
・「新技術活⽤スキーム」とは、NETISを⽤いて⺠間事業者等により開発された有⽤な
新技術を公共工事等において積極的に活⽤していくための仕組み

新技術の
開発・改良
（技術開発者）

新技術の活用
（公共工事）

新技術の
客観的評価

（産学官の評価会議）

登録

情報
提供

評価の
公表

NETIS
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新技術活用スキーム

新技術活用促進の取り組み



国 土 交 通 省
関東地方整備局

施工者
選定型

◆施工者から契約前（総合評価落札方式での技術提案）もしくは契約後に提案があった場合
⇒施工者からの提案に基づき、新技術の活用を行うタイプ

発注者
指定型

◆発注者がこの新技術を使うようにと指定する場合
⇒発注者の指定により活用を行うタイプ
⇒発注者指定型（選択肢提示型）

テーマに基づく複数の新技術を選択肢としてリストを提示し、契約後に施工者がリスト
から新技術を選択するタイプ

新技術の活用方式

テーマ設定型
(技術公募)

◆テーマごとに整理された「技術比較表」をNETISに掲載。受発注者が現場に適した新技術を
選定して活用

⇒技術開発者からテーマにあった新技術を募集し、選考して活用を行うタイプ
活用後は、評価結果に基づき「技術比較表」を公表
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【その他、活用を促す取組み等】

【基本となる活用方式】

現場ニーズ・
技術シーズの
マッチング

◆事務所等が設定したニーズに対しNETIS未登録技術を対象にシーズの公募を行いマッチング
が成立したシーズを対象に現場において活用

新技術導入促
進（Ⅱ）型

◆発注者が指定するテーマについて、実用段階に達していない技術又は研究開発段階にある
技術の検証に関する提案を求め、総合評価において提案技術の有効性、具体性等について
評価して活用（原則として技術提案評価型で適用）



国 土 交 通 省
関東地方整備局

対象工事︓直轄⼟⽊工事（港湾空港関係、官庁営繕工事を除く）を対象
※機械設備工事、電気通信設備工事、維持工事も義務化の対象

原則義務化の対象とする新技術
①ＮＥＴＩＳ登録技術
②テーマ設定型で技術公募した技術
③新技術導⼊促進(Ⅱ)型で提案された技術
④ニーズ・シーズマッチングで試⾏している技術
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・新技術の活⽤促進と新たな技術開発の活性化の好循環を起こし、⽣産性向上や激甚化・
頻発化する災害への対応、最新技術を活⽤する産業として担い⼿確保等に資するため、
令和２年度より国⼟交通省直轄⼟⽊工事における新技術の活⽤を原則として義務化

新技術活用の原則義務化



国 土 交 通 省
関東地方整備局

✓新技術とは、①技術の成立性が技術を開発した民間事業者等により実験等の方法で確認されており、②実用化してい

る公共工事等に関する技術であって、③当該技術の適用範囲において従来技術に比べて活用の効果が同程度以上の技

術又は同程度以上と見込まれる技術（公共工事等における新技術活用スキーム実施要領）

新技術活用の原則義務化の範囲

➢上記①②③に加えて、④実用段階に達していない技術又は要素技術など研究開発段階にある技術であって国により

導入促進を図る技術を追加（新技術導入促進（Ⅱ）型、現場ニーズ・技術シーズのマッチング）

新技術活用の原則義務化の対象となる技術の範囲

①技術の成立性

②実用化している

③従来技術よりも同等以上

④実用化していない技術

国が導入促進を図る技術

：新技術活用の原則義務化の範囲

実用化

※新技術の概念から外れる

●過去に選定された推奨技術

および準推奨技術

●一般化した技術

あるいは古くなった技術

研究・開発段階 現場での活用・実用化段階 一般化・標準化

現場ニーズ・技術シーズの
マッチング

ＮＥＴＩＳ

新技術導入促進（Ⅱ）型 テーマ設定型

技術全体

ICT施工技術、BIM/CIM
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国 土 交 通 省
関東地方整備局
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「テーマ設定型」の概要

・テーマごとに整理された「技術比較表」（現在４８テーマ）をNETISに掲載

・各技術の特徴が整理されているため、受発注者が現場に適した新技術を選定し、

活用することが可能

技術⽐較表のイメージ （例︓打設直後のセメント、コンクリートの養⽣技術（抜粋））



国 土 交 通 省
関東地方整備局

NETIS テーマ設定型のページ
（https://www.netis.mlit.go.jp/internalnetis/pubtheme/themesettings）

技術比較表が確認できます

11

「テーマ設定型」の技術の確認方法



国 土 交 通 省
関東地方整備局
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【メリット】

現場で必要な技術が見つかる

現場で抱える問題点を解決できる
現場で試験が可能

今後の技術開発の参考となる

マッチング成立
現場試行実施

事務所 技術開発者

マッチングイベント

技術シーズ現場ニーズ

人力施工・・・
解決する良い技術はないものか・・・

我が社で開発中の技術であれば、
解決出来る可能性があります！

現場を提供するので
是非、試してみましょう！！

実際の現場で試行できれば、
より良い実証データが取得できる！

「現場ニーズと技術シーズのマッチング」の概要

・建設現場で困っていることや試してみたいことを「現場ニーズ」、それを解決する技術を「技術シーズ」と称して

現場ニーズを地方整備局等のＨＰ上で公表、このニーズに対応出来そうな技術を持っている企業を広く公募

・マッチングイベント（技術のプレゼン）にて現場条件や技術の内容を確認し、成立した技術は現場での試行を行い、

技術評価を行った上で現場実証結果から更なる技術改良や試行現場の拡大による現場実装を目指すといった取り組み



国 土 交 通 省
関東地方整備局

NETIS マッチングのページ
（https://www.netis.mlit.go.jp/netis/pubmatch/pubmatch）
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「現場ニーズと技術シーズのマッチング」の技術の確認方法

マッチングの技術の確認ができます



国 土 交 通 省
関東地方整備局工事成績における新技術活用時の加点措置

【注意事項】
工事成績の加点措置を受けるには、原則として「新技術活⽤計画書」と「新技術活⽤効果調査表」の提出が必要です。
但し、ＮＥＴＩＳ登録番号の末尾（情報種別記号）が「－ＶＥ」の技術については、「新技術活⽤効果調査表」の

提出は不要です。

【新技術活⽤】
「新技術活⽤」においては、以下の３項目により、複数の技術の評価を可能とするが、最大２点の加点とする。
以下の項目の評価にあたっては、活⽤効果調査表の提出が不要な場合を除き、発注者及び受注者の双⽅による全ての活⽤効果
調査表、新技術活⽤計画書・実施報告書等を確認した上で評価する。ただし、加点対象は受注者側から新技術活⽤を提案した
場合のみとし、発注者が指定し活⽤した場合は加点措置を⾏わないものとする。

□ （該当技術数︓ ） ＮＥＴＩＳ登録技術のうち、事後評価未実施技術または事後評価で「有⽤とされる技術」と評価
された技術を活⽤し、活⽤の効果が相当程度確認できた。 ※本項目は 2 点の加点とする。

□ （該当技術数︓ ） ＮＥＴＩＳ登録技術のうち、事後評価未実施技術または事後評価で「有⽤とされる技術」と評価
された技術を活⽤し、活⽤の効果が⼀定程度確認できた。 ※本項目は 1 点の加点とする。

□ （該当技術数︓ ） ＮＥＴＩＳ登録技術のうち事後評価実施済み技術（「有⽤とされる技術」を除く）を活⽤し、活⽤
の効果が相当程度確認できた。 ※本項目は 1 点の加点とする。

※ここで「有用とされる技術」とは、「公共工事等における新技術活用スキーム」実施要領で定める「活用促進技術」、「推奨技術」、
「準推奨技術」、「評価促進技術」等をいう。

※複数の技術の評価にあたっては、活用した技術数に応じ複数の評価項目を選択することを可能とするが、最大２点の加点と
する。複数の技術が同一の評価項目に該当した場合、該当技術数に対し各項目の加点点数を掛け合わせたものを評価の点
数とするが、この場合も最大２点の加点とする。

※マッチング評価技術のうち普及促進技術に指定された技術は、「事後評価実施済み技術（「有用とされる技術」を除く）」と同
等とする。
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工事成績における新技術活用の加点措置 (主任技術評価官評定部分)
(主任技術評価官の評定は４０％が工事成績に反映 最大加点２点×４０％＝０．８点加点)



国 土 交 通 省
関東地方整備局

「有用な新技術」とは、「推奨技術」、「準推奨技術」、「評価促進技術」、
「活用促進技術」の4種類

4つのチェックボックス全てを選択し、
検索すると「有⽤な新技術」の
⼀覧を確認することが出来ます。

有用とされる技術（有用な新技術）の確認方法

各新技術のページの
「技術の位置付け(有⽤な新術)」
に表示されている内容で確認する
こともできます。
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確認⽅法①（新技術の検索から確認） 確認⽅法②（各新技術のページから確認）



国 土 交 通 省
関東地方整備局

工事成績の加点総合評価の加点技術の区分活用方式

××特記仕様書で指定したNETIS登録技術

①発注者指定型

○×マッチング評価技術※１

××特記仕様書で指定したNETIS登録技術②発注者指定型
（選択肢提示型）

○×NETIS登録技術

③施工者選定型

○○新技術導⼊促進（Ⅰ）型で提案された技術
（※NETIS登録技術）

×○新技術導⼊促進（Ⅱ）型で提案された技術
（※NETISに登録されていない開発段階の技術）

○×マッチング評価技術※１

活用方式と工事成績加点措置の関係
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※１ マッチング評価技術のうち、普及促進技術に指定された技術



国 土 交 通 省
関東地方整備局

その他（新技術に関する情報提供）

17



国 土 交 通 省
関東地方整備局建設技術展示館のご案内
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建設技術展示館では、展示内容を一新し、最新の建設技術を分かりやすく紹介する展示ブースに
加えて、VR技術やマインクラフト等の多様な体験型コンテンツを通じて、建設技術をより身近に
感じられる展示内容へとリニューアルし、令和８年５月２８日より一般公開を開始しました。
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住所：千葉県松戸市五香西6-12-1
（関東技術事務所敷地内）

18

建設技術展示館 外観

屋内展示 災害対策車両展示



国 土 交 通 省
関東地方整備局
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C-Xross2026・建設技術フォーラムのご案内

※プログラム調整中

【講 演】 国⼟交通省の取り組み
自治体の取り組み
業団体の取り組み

【技術発表】 大学等研究機関による技術開発
開発者による技術の詳細発表

【技術展示】 多くの開発者が集い、実機や映
像を使って技術を展示

【そ の 他】 トークショーや学⽣向けイベント
など

国⼟交通省技監講演

200超の企業団体による技術展示

Ｒ７来場：16,000人超入場
無料


